
        令和４年度事業実施報告 

 

１．概 況 

昨年度は、COVID-19変異株の続発から夏場に第 7波の感染爆発、暮れにかけて第

8波流行が見られたものの、年明け以降は感染者数の減少等に伴い人々の行動もコロ

ナ発生前に戻りつつあります。一方、昨年２月のウクライナへのロシア侵攻、その

後の急激な円安もあって諸物価が高騰、食肉業界を巡っては、人手不足に加え、原

材料及び光熱費の増嵩等もあって、厳しい状況が続きました。 

こうした中、（一社）日本食肉協会（以下、協会という。）は、コロナ禍の下、ラ

イン等を活用しコロナ関連対策等について随時、迅速な周知に努めるとともに、定

時総会、各ブロック会議もリアル開催へとシフトすることで、協会活動の原点でも

ある対面での人的交流、研鑽に注力、11月には３年ぶりに福岡の地で顔を合わせて

の全国会議を開催し交流を深めることができました。 

また（公社）全国食肉学校との連携の下に「お肉検定」の普及啓発に努めるとと

もに、（一社）食品需給研究センターと協力し、引き続き、全国規模での小売店価格

調査のため、調査店舗の募集・選定等を行いました。 

さらに、協会会員に対して、「全国食肉ニュース」の発行、配布を通じて協会の活

動状況等を定期的に情報提供するとともに、協会のホームページの内容の充実と情

報発信や電子メールにより迅速な情報提供を行うなど、食肉業界の一翼を担う一般

社団法人として、地道かつ積極的な取組を進めてきました。 

 

２．事業実施概要 

食肉に対する消費者の信頼確保、食肉販売業者の後継者の育成確保及び食肉販

売業の活性化を促進するため、次の事業を行った。 

 

（１）食肉小売機能高度化推進事業（全国食肉事業協同組合連合会事業） 

消費者の信頼を確保するため、消費者等へ食肉関連情報の普及を図り、国

産食肉等の生産、流通に関する情報交換会を行うとともに、表示講習会等を

開催した。 

  

(２) 食肉流通改善研究事業（（公社）日本食肉協議会の助成事業） 

今後の食肉流通改善に資するため、「食肉流通の課題とその対応」をテーマ

に６ブロックで研究会を実施、その集大成として 11 月に全国会議を開催した。 

 

① ブロック研究会 
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ブロック名 開  催  期  日 開 催 都 市 

東北・北海道 令和４年  9月１日（木） 宮城県仙台市（リモート） 

関東・甲信越 令和４年  9月１１日（日） 栃木県宇都宮市 

京    浜 令和４年  9月 4日（日） 東京都台東区 

東 海 令和４年  9月 4日（日） 愛知県名古屋市 

近 畿 令和４年  9 月 7日（水） 兵庫県神戸市 

九州・沖縄 令和４年  9月 4日（日） 福岡県福岡市 

   

② 全国会議 

・日 時  令和４年１１月１２日（土） 

・会 場  福岡県福岡市 ソラリア西鉄ホテル福岡 

・内 容  テーマ「食肉流通の課題とその対応」 

ア グループディスカッション 

     ８班に分け、会議参加者によるグループディスカッション「（テーマ）新しい肉屋

時代を切り開く商品を目ざして」を行った。 

      イ 論文発表・表彰式 

         代表５名による論文発表と表彰 

      ウ 講演 

講師 政田久子（まさだひさこ） 株式会社ビッグファイブ 代表取締役 

       演題 『ビッグファイブ 包んで、笑って～5児を育て上げた、餃子屋の母 

ちゃん物語 』 

       なお、会議終了後、懇親会を開催し、会員間の交流を深めることができた。 

 

（３）食肉検定事業  

   前年度の第 10 回に引き続き、全国のパソコン教室を活用した会場型ＣＢＴ方

式により「お肉検定」を実施し、（公社）全国食肉学校と協力して、協会ＨＰや

協会ネットワークを通じその普及啓発に努めた。 

なお、第１１回検定試験の実受験者数 1 級 1,007 名（前年度 1,073 名）、２級

238名（前年度 240 名）であった。 

 

（４）後継者育成・食肉通信教育事業 

①  通信教育の補助 

食肉の生産、流通、販売等に関する基礎的な知識を習得するため、（公社）

全国食肉学校が行っている通信教育（「食肉流通業務実践コース」及び「食

肉原価計数管理コース」）を受講するのに要する経費の一部を助成する事業

を行ったが、該当者なし。 

  

②  論文の募集と表彰 

「新しい肉屋時代を切り開く商品を目ざして」のテーマで論文募集を行ったと
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ころ、５会員から論文の提出があり、最優秀賞１点 優秀賞２点 努力賞２

点の表彰及び副賞の交付を行った。             

 

（５）食肉情報等提供事業 

①  食肉調査研究事業 

ア 食肉価格調査 

（一社）食品需給研究センターの小売店価格調査に協力して、調査店の募

集・選定等を行った。 

 

イ 新商品開発 

新しい食肉関係製品を商品化し会員に普及するため、国内外の新しい食

肉関係製品について調査、研究を行った。 

 

ウ 最新食肉事情調査 

     先進地食肉事情調査については、国内外でのコロナ感染拡大の状況を踏

まえ、中止とした。 

 

② 食肉情報提供事業 

会員に対し、協会の活動状況等を全肉連の発行する「全国食肉ニュース」を 

配布した。  

また、協会のホームページの内容の充実を図り、情報の発信に努めるとと 

もに、電子メールによる個人会員への迅速な情報提供を行った。 

 

（６）食肉関係製品斡旋対策 

食肉販売の活性化の一助に資するため、会員に対して、食肉関係製品等を斡

旋販売する事業を行った。 
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３．総務関係 

（１） 会議開催  

① 令和４年度定時総会 

・ 日 時 令和４年６月２６日（日）１３時～ 

・ 場 所 東京ガーデンパレス 高千穂Ａ-２F 

・ 議 題 

ア 報告事項 

a 令和４年度事業計画及び収支予算に関する件 

b  令和４年度借入金の最高限度額に関する件 

     イ 決議事項 

第１号議案 令和３年度事業報告及び決算の承認に関する件 

       第２号議案 令和４年度会費徴収方法に関する件 

       第３号議案 理事及び監事の報酬に関する件 

       第４号議案 理事及び監事の選任に関する件 

                   以上すべて提案のとおり承認された。 

 

②  理事会 

１）令和４年度 第１回理事会 

・ 日 時 令和４年６月２６日（日）１４時４５分～１５時４５分 

・ 場 所 東京ガーデンパレス 高千穂Ｂ-２F 

・ 議 題 

ア 報告事項 

a 令和４年度事業計画及び収支予算に関する件 

b  令和４年度借入金の最高限度額に関する件 

イ 決議事項 

第１号議案 令和３年度事業報告及び決算の承認に関する件 

第２号議案 令和４年度会費徴収方法に関する件 

第３号議案 理事及び監事の報酬に関する件 

第４号議案 理事及び監事の選任に関する件 

        以上すべて提案のとおり承認され、定時総会に付することとされた。 

 

２）令和４年度 第２回理事会 

・ 日 時 令和４年６月２６日（日）１７時～１７時１５分   

・ 場 所 東京ガーデンパレス 高千穂Ｂ-２F 

・ 議 題 

第１号議案 役付け理事の選定に関する件 

総会終了後、総会において第４号議案が承認されたことを踏まえ、役付 

け理事の選定を行った。 
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３）令和４年度 第３回理事会 

・ 日 時 令和５年３月３０日（木）    

・ 場 所 書面による理事会 

・ 議 題 

第１号議案 令和５年度事業計画及び収支予算に関する件 

第２号議案 令和５年度借入金の最高限度額に関する件 

第３号議案 令和５年度定時総会の招集に関する事項 

                      以上すべて提案のとおり書面にて承認された。 

 

③  監事監査 

・ 日 時 令和４年５月２０日（金） 

・ 場 所 （一社）日本食肉協会事務所 アジミックビル２F 

 

④  事業推進委員会・支部長会議 

  月 日・場 所 内 容・議 題 

第１回 令和４年６月２６日（日） 

都内 東京ガーデンパレス 

（支部長会議） 

全国会議の開催について 

お肉検定の実施他 

第２回 令和４年８月２８日（日） 

都内 アジミックビル会議室 

（事業推進委員会） 

事業促進について 

第３回 令和４年１１月１２日（土） 

福岡市 ソラリア西鉄ホテル

福岡 

（事業推進委員会） 

全国会議進行について 

委員会活動報告他 

第４回 令和５年２月２５日（土） 

近江八幡市 滋賀県男女共同

参画センター 

（事業推進委員会） 

事業活動促進について 

支部活動報告他 

 

（２）協会・事務局及び会員の現況（令和５年３月３１日現在） 

①役 員   

      令和５年３月３１日現在の理事・監事数 

      理事 ２０名、監事 ２名 

③ 事務局  ３名 

④ 会員数  合計２６６ 

 

      １）団体会員数      ５６団体 

食肉関係中央団体   １１団体 

        都道府県肉連     ４５団体 

      ２）個人会員       ２１０名 
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一般社団法人日本食肉協会

(単位：円）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金 203,832 95,825 108,007

普通預金 2,740,171 5,499,226 △ 2,759,055

未収入金 3,999,623 1,394,314 2,605,309

　　流動資産合計 6,943,626 6,989,365 △ 45,739

２．固定資産

(１)その他固定資産

什器備品 330,000 0 330,000

電話加入権 100,000 100,000 0

　　その他固定資産合計 430,000 100,000 330,000

　　固定資産合計 430,000 100,000 330,000

　　資産合計 7,373,626 7,089,365 284,261

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 1,535,543 1,318,107 217,436

未払法人税等 70,000 70,000 0

預り金 19,784 33,699 △ 13,915

　　流動負債合計 1,625,327 1,421,806 203,521

　　負債合計 1,625,327 1,421,806 203,521

Ⅲ　正味財産の部

１．一般正味財産 5,748,299 5,667,559 80,740

正味財産合計 5,748,299 5,667,559 80,740

負債及び正味財産合計 7,373,626 7,089,365 284,261

貸 　借 　対 　照 　表
令和５年３月３１日現在

科　　　　目 当年度 前年度 増減
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一般社団法人日本食肉協会

(単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

受取会費 4,439,000 4,521,000 △ 82,000

県肉連会員 900,000 900,000 0

団体会員 1,100,000 1,100,000 0

個人会員 2,439,000 2,521,000 △ 82,000

受取補助金等 3,699,623 1,394,314 2,305,309

全肉連事業助成金 1,535,543 1,183,357 352,186

日本食肉協議会事業助成金 2,164,080 210,957 1,953,123

事業収益 2,016,000 1,716,000 300,000

食肉検定事業委託金 300,000 0 300,000

価格調査事業委託金 1,716,000 1,716,000 0

雑収益 975,042 170,048 804,994

受取利息配当金 42 48 △ 6

その他 975,000 170,000 805,000

経常収益計 11,129,665 7,801,362 3,328,303

(２)経常費用

小売機能高度化推進費 1,535,543 1,183,357 352,186

流通改善研究費 2,164,080 246,617 1,917,463

給料手当 2,066,400 2,066,400 0

法定福利費 263,434 352,737 △ 89,303

福利厚生費 60,000 60,000 0

会議費 726,676 60,132 666,544

旅費交通費 278,960 152,460 126,500

通信運搬費 347,206 394,393 △ 47,187

減価償却費 82,500 0 82,500

消耗品費 50,046 44,200 5,846

印刷製本費 92,400 92,400 0

新聞図書費 59,400 59,400 0

光熱水料費 202,771 172,286 30,485

賃借料 1,164,454 1,164,950 △ 496

役務費 0 0 0

支払手数料 11,517 9,768 1,749

諸謝金 1,508,000 1,446,000 62,000

支払負担金 170,000 160,000 10,000

租税公課 70,000 70,400 △ 400

雑費 195,538 120,000 75,538

経常費用計 11,048,925 7,855,500 3,193,425

当期経常増減額 80,740 △ 54,138 134,878

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(２)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 80,740 △ 54,138 134,878

一般正味財産期首残高 5,667,559 5,721,697 △ 54,138

一般正味財産期末残高 5,748,299 5,667,559 80,740

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 5,748,299 5,667,559 80,740

正味財産増減計算書
令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

科　　　　　　目
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　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　令和2年5月15日最終改正　内閣府公益認定等委員会）

 を採用している。

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は、定率法により償却をしています。

２．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

３．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。

1,535,543 0

全国食流通改善

研究事業

(公社)日本食肉

協議会
0 2,164,080 2,164,080 0

食肉小売機能高

度化推進事業

全国食肉事業協

同組合連合会
0 1,535,543

財務諸表に対する注記

当　期

増加額

当　期

減少額

当期末

残　高

貸借対照表上の

記載区分
補助金等の名称 交付者

前期末

残　高

科目 取得価額

什器備品

減価償却累計額

82,500

当期末残高

330,000412,500
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１．基本財産及び特定資産の明細

　該当無し

２.引当金の明細

　該当無し

附　属　明　細　書


